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際
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係
学
部

　鳥インフルエンザ（avian influenza: AI）が2014年1月にアジア諸国で発生・流行すると、同
年12月16日には宮崎県でも家禽類のAIへの感染が確認された。現時点でそれに伴う静岡県内
でのAI感染は報告されていないが、AIの蔓延は県内の養鶏産業－「採卵鶏飼養戸数69戸、飼養
羽数326万羽」（2013年時点）－にとっても脅威となりうる。
　自国内へのAI流入を防止するべく、輸入国はAI汚染国からの家禽製品の輸入に制限を課す
のが一般的であるが、他方でそれが過度に厳格なものとなれば、本来の目的を通り越して家禽
製品に対する不必要な貿易障害となる恐れもある。このような「加盟国の規律権限」と「貿易障
壁の撤廃」の調整に指針を提供するのが世界貿易機関（World Trade Organization: WTO）の役
割である。現在は、WTOでの議論を背景にAIの流入防止を目的とした貿易政策のあるべき姿
を国際通商法の観点から分析し、提言を行うことを目指している。
　なお関連する最近の成果物として、石川義道「インド－鳥インフルエンザを理由とした特定
農産品の輸入禁止（DS430）：地域主義に基づく衛生植物検疫措置の実施に向けて」RIETI 
Policy Discussion Paper Series 16-P-002（2016年）1-39頁を参照。また、国際学会での報告
としてIshikawa, Yoshimichi, Effectively Combating Avian Flu in Asia through “Regionalization” , 
2015 ILA-ASIL Asia-Pacific Research Forum （26 May 2015 in Taipei）がある。

WTO本部の正面玄関 WTO本部の建物

●連　絡　先

世界貿易機関（WTO）、二国間経済連携協定（EPA）、環太平洋パートナーシップ
（TPP）協定などにおける国際通商を巡る各種の法的問題についての調査が可能。

世界貿易機関（WTO），鳥インフルエンザ，国際通商法，
TPP（環太平洋パートナーシップ）協定，漁業資源管理

TEL.054-264-5112

国際関係学科　石川 義道
国際通商法における感染症対策のあり方を巡る研究
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　少子高齢化による労働・消費人口の減少、若年世代の流出とそれに伴う地域の衰退、そして
厳しい労働環境に対する働く人々の将来不安など、現代日本の社会・経済システムが抱える
根本的な問題状況を踏まえて、これからの企業に不可欠なのは、性別を問わず、優秀な人材を
確保し、その定着と活用を図る男女共同参画に立脚したダイバーシティ経営戦略である。子育
てや介護と仕事を両立できる環境を整備することは、あらゆる世代の男女が「時間制約」のも
とでしか働けないこれからの社会構造のもとで、企業にとって経営上の必須の視点となる。こ
うした観点を中心に、特に女性の活躍を促進し、企業におけるダイバーシティ、従業員のワー
ク・ライフ・バランス実現、次世代育成支援を充実させる方策に資する研究を進めている。

・女性の活躍促進策のポイントを示し、経営戦略としてのダイバーシティに基づく効果的取組が実現できる。
・ワーク・ライフ・バランス実現のための方策の具体的提示や、その効果的な運用方法を明らかにできる。

家族，男女共同参画，ワーク・ライフ・バランス，ダイバーシティ，
子育て支援

TEL.054-264-5329　FAX.054-264-5099

国際関係学科　犬塚 協太

女性活躍促進、男女共同参画、ワーク・ライフ・バ
ランス、家族問題の研究

●連　絡　先
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　オバマ大統領の広島訪問によって日米間の歴史認識問題は大きく前進したかもしれない
が、東アジアでは歴史認識問題は依然大きな障害になっている。本研究は歴史認識問題の解決
のために、地域統合が進むヨーロッパで進行中の「公共史」の実践に注目する。歴史認識問題を
公共史の問題と捉え直すならば、国際的な次元と国内的な次元の二つが存在する。本研究は、
この二つの次元における公共史の実践を総合的に検討し、歴史研究と社会のニーズとの相関
関係という視点で考察する。国際的には、国境を超える歴史教科書、博物館などの状況を、国内
的には多様なメディアを通じた歴史研究の成果の啓蒙/受容の関係性を検討する。いわば、歴
史認識をめぐってタテ（専門家/一般）とヨコ（国境）に存在してきた境界を超える可能性につ
いての研究である。

日本と近隣諸国の間の歴史認識問題解決のための具体的な提言を行いま
す。

歴史認識，公共史，ヨーロッパ，歴史教科書，博物館，東アジア

●連　絡　先 TEL.054-264-5253　FAX.054-264-5253

国際言語文化学科　剣持 久木
歴史認識の越境化と公共史の実践
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　フランスの政治外交史、特にドゴール政権期から現代に至るフランスの外交・安全保障政
策についての研究を行うとともに、EUやNATOを中心とするヨーロッパの政治・外交・安全
保障政策の研究を行っている。ヨーロッパの統合は経済分野だけではなく外交・安全保障分
野にも及んでおり、EUの共通の安全保障政策であるCSDP（共通安全保障防衛政策）は、軍事的
なアプローチだけでなく紛争地の人材育成など非軍事的なアプローチも多用しながら、世界
の安全保障に寄与している。フランスなど欧州諸国の政治とEUやNATOの動向を分析するこ
とにより、ヨーロッパの重層的な理解に努めるとともに、ひいては日欧関係の可能性について
も研究を進めていきたいと考えている。

フランスなど欧州諸国の政治情勢や、EUおよびNATOの動向について
の分析などで、一定の協力はできる。

フランス，シャルル・ドゴール，ヨーロッパ，欧州統合，EU（欧州連合），
CSDP（共通安全保障防衛政策），NATO（北大西洋条約機構），日欧関係

TEL.054-264-5335

国際関係学科　小窪 千早
フランス現代政治および欧州外交史、欧州の外交安全保障

●連　絡　先
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　1990年以降、東アフリカで長期の臨地調査研究に従事している。研究のおもな対象は、ケニ
ア・タンザニアに居住し、牧畜を主な生業とするマー系の人 （々マーサイ、サンブル等）。専門
は学際的な総合的地域研究。極度の貧困、国際開発、国際協力、紛争と難民、平和構築、環境と資
源、異文化表象とメディア、フード・セキュリティとセーフティ・ネット、緊急人道支援等、グ
ローバリゼーションに関連する諸課題を研究している。

東アフリカ，ケニア，牧畜民，遊牧民，マーサイ，サンブル，国際開発，
国際協力，国内避難民，経済人類学，生態人類学，物質文化

●連　絡　先
●ホームページ

TEL.054-264-5267　FAX.054-264-5099
http://africa.u-shizuoka-ken.ac.jp/

国際関係学科　湖中 真哉
アフリカ地域研究、グローバリゼーション研究、人類学

������ ����� ���

�� � � ���������������� ����������������



研究シーズ集 2017-2018 119

国
際
関
係
学
部

　私人又は私企業が外国国家又はその国家機関と取引を行う場面は日常的に存在する。売買
契約を締結し、商品を納入したのに代金を支払ってもらえない場合、私人との取引であれば、
最終的には民事裁判に訴えることができる。では契約違反した相手が外国国家であった場合、
私人に対するのと同じように、外国国家に国内裁判所で訴えを提起することはできるのであ
ろうか。
　20世紀半ばまでは、外国国家を国内裁判所では訴えることはできないとの理解も根強く存
在した。しかし現在、商取引、雇用契約、不法行為等の一定の事案については、外国国家に対し
ても国内裁判所で訴えを提起し、また場合によっては判決を執行できる場合があるとの理解
が多数説となっている。
　そこで、どのような場合に外国国家に訴えを提起し、また外国国家に対する判決を執行でき
るのかについて研究している。

国際公法に関する諸問題についてのレクチャー等に可能な限り対応しま
す。

外国国家，民事裁判手続，商業的取引，労働契約，
国連国家免除条約

国際関係学科　坂巻 静佳
外国国家に対する民事裁判手続を巡る諸問題
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TEL.054-264-5254　FAX.054-264-5254

国際言語文化学科　澤田 敬人
多文化世界を見据えたイノベイティブな教育研究開発

●連　絡　先
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TEL.054-264-5351　FAX.054-264-5351●連　絡　先

国際言語文化学科　鈴木 さやか

地元の文化財・能「羽衣」の教育的・経済的価値の
再評価―「羽衣」絵本による普及活動を中心に―
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　日本人英語学習者の文法能力と即時的な言語理解の過程について研究しています。日本語
と英語の文法構造について生成文法理論に基づき分析した上で、日本人が日本語や英語で書
かれた文をどのように理解しているのか検証しています。
　日本人英語学習者の文理解の過程が解明されれば、日本人が漠然と感じている英語に対す
る不安（「日本人だから英語ができない」等）を取り除くことができ、日本人の英語に対する学
習意欲を向上させることができます。また、人間の言語習得の過程が明らかにすることができ
れば、言語障害者の言語機能の回復過程の測定・リハビリテーション等にその知見を応用で
きる可能性があります。

第二言語習得，形態統語論，言語処理，英語教育

TEL.054-264-5357

国際言語文化学科　須田 孝司
第二言語の知識と習得のメカニズム

●連　絡　先
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　共産党の一党支配下にある中国（中華人民共和国）の政治と外交を研究しています。

１．中国共産党の統治は相対的に安定しているというのが現時点での評価です。それは第一
に、国家機関に対する党指導が徹底しているからです。党＝国家体制にある中国の場合、「国
家機関」の範疇は極めて広く、党自身が国家機関の頂点に位置しています。第二に、指導の徹
底というハードな側面と同時に、党は、社会の状況に応じて自らも変容し、また一定の民意
を取り込むという政治的適応性を有しているからです。

２．現指導部の進める外交政策は、世界第二の経済力と軍事力を背景に、強硬さを強めている
ように思われます。それが物理的力の有効性に対する確信によるのか、それともそのボトム
ラインを確認するプロセスのさなかにあるのか、今後見極める必要があると思います。

中緬原油パイプライン標識

中緬国境

インドシナ半島における中国企業の進出ぶりにつき、近年の現地調査に基づいた知見をもとに、日中関
係のありかたについてともに考えたいと思います（上の写真は、2014年12月にミャンマーで撮影）。

中国，中国共産党，適応力，日中関係，一帯一路

TEL.054-264-5303　FAX.左に同じ

国際言語文化学科（国際関係学研究科）　諏訪 一幸
中国共産党の適応力と日本の対中政策

●連　絡　先
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国際言語文化学科　園田 明人
ストレスと健康の心理学
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TEL.054-264-5351　FAX.054-264-5351●連　絡　先

国際言語文化学科　鈴木 さやか

地元の文化財・能「羽衣」の教育的・経済的価値の
再評価―「羽衣」絵本による普及活動を中心に―
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１ ．地域社会の多文化共生に関する実証的研究。外国人住民の組織化、地域の日本人住民への
啓発を含めた総合的な関わりを模索しつつ、各地域の実情にそくした地域づくりを側面的
に支援している。

２ ．在日フィリピン人および経済連携協定（EPA）により来日したフィリピン人介護福祉士候
補者の職場と地域社会での適応に関する質的・量的調査。在日外国人介護者のなかでも特
に多いのがフィリピン人で、中年期をむかえた永住女性にとっては介護職が数少ない安定
就労の場となっているのも事実だ。また、2009年からはEPAの枠組みでもフィリピンから
介護者が来日している。彼らが介護現場で定着し、長期にわたり就労可能な人材となるため
に必要とされる就労環境や地域社会での受け入れについて調査を続けている。

地域社会，多文化共生，在日外国人，フィリピン人，介護

TEL.054-264-5323　FAX.054-264-5323

国際関係学科　高畑 幸

1、地域社会の多文化共生
2、在日フィリピン人の介護人材育成

●連　絡　先
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　古代語から近代語まで連綿と続く言語変遷の流れにあるものが現代の日本語であるという
ことを念頭に置きつつ、古代から現代までの日本語―特に文法―の研究を行っている。

・古代日本語の接続助詞の研究
・平安時代の文法、語彙、敬語の研究
・『源氏物語』を日本語学的に調査したうえでの精確な逐語訳の追求
・国宝『源氏物語絵巻』の詞書の日本語学的研究
・遠州出身の国学者石塚龍麿の『仮名遣奥山路』の翻刻と上代特殊仮名遣の調査と研究
・現代日本語の文法を「学校文法」の枠組みに基づいて歴史的観点から解説しようとする試

み

●連　絡　先

日本語，文法，日本語史，古代語，近代語，源氏物語，
源氏物語絵巻

TEL.054-264-5341

国際言語文化学科　竹部 歩美

１、平安時代和文の語彙語法の研究
２、源氏物語絵巻の日本語学的研究
３、日本語の歴史
４、現代日本語
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　専門は犯罪学です。犯罪や非行を犯した人の立ち直りを研究しているうちに、貧困、孤立、失
業などのさまざまな困難を抱えている人たちに関心が向くようになりました。今は、そうした
問題をもつ人もたない人を問わず、助け合える地域や社会をつくることに関心があります。研
究のほかに、生活困窮者や若者の就労を支援する活動や、生活が困難な中学生の学習支援など
の地域活動もしています。実際に、これらの支援をつなぎ合わせて、地域に支援の生態系をつ
くっていくのが今後の目標です。

●連　絡　先

地域における支援の生態系をつくることに関心があります。企業をはじめ、地域の皆さんのお知恵を借りて、地域の
人々が、この地、静岡で生き生きとした人生を手に入れるための新しい仕組みづくりを行っていきたいと思います。

地域づくり，若者，社会参加，人口減少，仕事づくり，就労支援，
非行・犯罪，地域福祉，貧困，支援の生態系

TEL.054-264-5268　FAX.054-264-5268

国際関係学科　津富 宏
若者が担い手となる社会をつくる
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　ゲーム（ボードゲーム、テレビゲーム、オンラインゲームなど）を用いた第二言語指導や学習
サポートとシミュレーションに関心があり、教育の向上に寄与すべく、教室 、地域社会、家庭、
またオンライン空間において、楽しく効果的に学習・指導する方法を研究し、その実践に取り
組んでいます。

現在、ゲームラボでは以下のプロジェクトを行なっています
・コミュニティ（地域）：児童館にてゲームを教え、ゲーム遊びを通して子供や家族にもたら

す社会的、心理的、認知的効果を調査する。
・コラボレーション（連携）：地元企業にアプローチして、彼らのビジネス手法を学び、また彼

らの製品と市場を支援、発展させる方法を探る。
・クリティカルシンキング（批判的思考法）：プロのゲームデザイナーと交流し、より改善され

たゲームを市場投入できるよう、彼らの製作中のゲームを評価するシステムを立ち上げる。
・クリエイティビティ（創作性）：高速プロトタイプを通じて、我々自らが革新的ゲームを開

発する。

ゲームラボでは企業や団体と以下のようなプロジェクトを行なうことが可能である。
（1）革新的（教育）ゲームを作る。
（2）開発（教育）ゲームを評価し、改善する。
（3）学校、病院などのコミュニティー組織でゲームのプログラムを確立する。

ゲームと社会の可能性

●連　絡　先

国際言語文化学科　
ディハーン・ジョナサン
（Jonathan deHaan）

TEL.054-264-5355

Learn to play; play to learn.
（再生することを学ぶ、学ぶために遊ぶ。）

教育ゲーム，ゲームデザイン，教授法，生涯学習，教育改革，コミュニティ（地域），
クリエイティビティ（創作性），クリティカルシンキング（批判的思考法），第二言語習得
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　言い間違いという、すきま的な言語資料を使ったユニークな研究
　ポスト早期英語教育としての言葉への気づき教育についての研究

　言い間違いはただの笑いの種になるだけではなく、言語産出の過程を知る上で重要なデー
タである。新聞コラムで取り上げられる日常の「間違った日本語」と呼ばれるものにも学問的
な背景がある。言い間違いの観察、心理言語学的な実験を行い、言語産出モデル中の文法的符
号化、音韻的符号化について研究を試みている。
　小学校に必要なのは英語教育というより言語教育である、という観点から面白いことばへ
の気づき教材を作りたいと考えている。

言い間違い分析，言語産出モデル，言語教育

TEL.054-264-5252

国際言語文化学科　寺尾 康
言語産出研究、言葉への気づき教育

●連　絡　先
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ハラール産業を通じた普遍的商品・サービスの探究

●連　絡　先

国際関係学科　富沢 寿勇
TEL.054-264-5321　FAX.054-264-5321
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ハラール産業を通じた普遍的商品・サービスの探究

●連　絡　先

国際関係学科　富沢 寿勇
TEL.054-264-5321　FAX.054-264-5321
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ハラール産業を通じた普遍的商品・サービスの探究

●連　絡　先

国際関係学科　富沢 寿勇
TEL.054-264-5321　FAX.054-264-5321
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　本研究は、「華南地域」（中国の沿海地域に加え、香
港、マカオ、台湾、東南アジア華人社会を含めた拡大
地域）を対象に、中国の文化政策が、既存の社会的
ネットワークをどのように利用し、また逆に、どのよ
うなプロセスで新たなタイプのネットワークや人の
移動を創出しているかを明らかにすることを目的と
している。具体的には、中国政府による公式的な中国
語教育普及取り組み（孔子学院の設立や留学生募集
等）による「普通語（標準中国語）世界」と、東南アジア
の伝統的な華文教育並びに華人社団による非公式的
な中国文化継承の取り組みに支えられたローカルな

「方言」・「華語」社会とがどのような相互作用を展開
しているのか、その実態を行為者の視点から明らか
にすることである。とりわけ、東南アジア華人新世代
の中国留学現象に注目する。これらの考察を通して、

「華南地域」が今日どのような地域空間として変容を
遂げつつあるのかを探求する。

広東省台山市の「騎楼」。1920年、30年
代以降、華僑華人の故郷に広く見られ
るようになった特有の建築様式。1階
が店舗、2階以上が住居になっている
が、2階から上が歩道の上に突き出て
アーケード状になっており、通りに面
する部分は雨を避けて歩くことができ
る廊下になっている。

ミャンマー（ヤンゴン）に住む華人5世代目の
子どもたち。週末に中国語を勉強しており簡
単な中国語会話ができる。

マレーシア華人の墓地。ルーツを大切にして
いる。

中国政府、華人社会の双方にとって華人新世代（華裔）の中国留学は長期的な「ソフトパワー」となるでしょう。中国経済の発展に
華人の存在は欠かせません。中国と東南アジアとの経済関係構築にとって、華裔留学生は間文化的媒介者となるでしょう。この
ような新たな人の移動現象を知っておくことは中国や東南アジアへ進出しようとする企業にとっても大切なことと思います。

●連　絡　先

中国，華人，中国語教育，華裔留学生，ネットワーク，
間文化的媒介者，文化的公民権

TEL.054-264-5346

中国の文化政策と華人ネットワークの援用・創出に
関する実証的研究
国際言語文化学科　奈倉 京子
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マレーシア華人の墓地。ルーツを大切にして
いる。
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　私の専門は広く言えば西洋史学あるいはヨーロッパ史学、狭く言えば、東ローマ／ビザン
ティン帝国の研究です。ビザンティン帝国とはコンスタンティノープル（今日のイスタンブー
ル）を首都として、1453年まで存続した東方のローマ帝国のことです。「ローマ人の共和国」

（ラテン語でRes pubulica Romana）、つまり正式なローマ帝国を標榜したこの国家で生じた
様々な事件や現象、社会・文化・制度の特質と変化のプロセスなどを当時の様々な史料にも
とづいて解明することが私の課題です。ここ何年かは、世界史におけるビザンティン帝国の役
割、すなわち、中世に栄えたこの国家が古代世界から何を受け継ぎ、周辺世界（たとえばルネサ
ンス期のイタリア）や後の世代に何を引き渡したかという問題にも取り組んでいます。

皇帝ユスティニアヌスと皇妃テオドラ
ラヴェンナのサン・ヴィターレ教会のモザイク

ローマのサン・ピエトロ広場

私の専門にかかわるトピックのレクチャー等、対応可能です。

古代ギリシャ・ローマ文明，ビザンティン帝国，ヘレニズム，
キリスト教，哲学，歴史叙述

国際言語文化学科　橋川 裕之
ビザンティン帝国史およびギリシャ文化史の研究

� ������ �������

�� � � �������������������������������������



����������������

�������� �� �
�� � � ����������������

������ ����� ���

����������������������

�����������������

��������������������������������������

���������������������������������������

����������������������������������������

���������������������������������������

���������������������������������������

���������

����

���������������������
����������������������������



���������������������

������ � ���

� ������ �������

��������������������������

������������������

����������������������������������
�����

���������������������������������������

���������������������������������������

���������������������������������������

���������������������������������������

���������

��������������������������������������

���������������������������������������

���������������������������������������

����������������������������������������

��������������������������������

�����������������

�� � � ���������������������������������



研究シーズ集 2017-2018140

国
際
関
係
学
部

　福沢諭吉（１８３５～１９０１）が主宰していた新聞『時事新報』（１８８２～１９３６）の社
説の起草者を新たな方法論によって判別したうえ、その中から福沢由来の社説を選び出すこ
とでジャーナリストとしての福沢の全体像を再構成しようとしています。加えて判別の方法
論の確立のために、まず福沢の署名入著作の本文をデータベース化し、それらを基礎資料とし
つつ、無署名社説と語彙・文体の比較を行っています。福沢執筆と推定される全集非収録社説
はテキスト化して、署名入著作ともどもネット上のサイト「平山洋氏の仕事」で公開していま
す。
　本研究の具体的な目的は福沢健全期（１８８２・３～１８９８・９）の全社説の起草者を判
定することで、現行版福沢全集の「時事新報論集」（第９巻～第１６巻）に適切な加除を施すこ
とです。

●連　絡　先

福沢諭吉の思想について研究しています。

福沢諭吉，時事新報，石河幹明，井田進也，丸山真男，脱亜論,
安川寿之輔，慶應義塾，日清戦争

TEL.054-264-5388　FAX.054-264-5388

国際言語文化学科　平山 洋
福沢諭吉の全集未収録社説の発掘
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